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・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

北海道大学で発明された独自設計のマイクロ流路を用いることで脂質ナノ粒子製
剤の粒径を高度に制御できるようになり、従来にない品質や効能の脂質ナノ粒子
医薬品、化粧品等を製造できるようになった。

・令和元年度戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）
「独自技術による高品質リポソーム化粧品素材の大量生産プロセス開発」
（ライラックファーマ（株）、北海道大学、(公財)北海道科学技術総合振興センター）

医薬品や化粧品などの分野では常に製剤の活性増強、安定性向上、体内動態改
善などの課題がある。課題解決手段の一つとして製剤を脂質ナノ粒子に内封し機
能付与する方法があるが、活性等に影響を及ぼす脂質ナノ粒子の粒径についてこ
れを高度に制御し、かつ再現性よく大量に粒子を製造する技術が無かった。

・民間企業等から大学等に求められた事項

特許戦略が重要となるため、該当する特許の出願国や出願内容について大学と
民間企業間で密に協議すること。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性

大学発ベンチャーが大学発技術の実用化を請け負い、複数の大手企業と産・産・
学連携をマッチングして、マーケティング～製品開発まで大学・ベンチャー・大手企
業の３者で密に連携して実施できたこと。また国等の開発助成金を効果的に獲得
して事業化に向けた官との連携も構築できたこと。

・研究開発のきっかけ

ライラックファーマ（株）の代表が産学連携コーディネーターであり、自社ニーズに
マッチする大学発シーズを探索・目利きした結果、過去に自らが特許出願に携わっ
た本技術を採用することになり、事業化のための開発を担うことになった。

・成果

北海道大学から「マイクロ流路を利用した脂質ナノ粒子製造技術」の技術移転を受
けたライラックファーマ（株）が当該技術をコアにしたビジネスを開発。その結果、大
手企業との化粧品用脂質ナノ粒子共同開発や、脂質ナノ粒子製造装置共同開発
など、複数の開発事例、製品化事例を創出するに至った。

・実用化まで至ったポイント、要因

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

011-706-9554 E-mail jigyo@mcip.hokudai.ac.jp

概要 図・写真・データ

機関名 北海道大学 部署名 産学・地域協働推進機構 TEL

マイクロ流路を用いた脂質ナノ粒子の粒径制御技術をコアとしたビジネス開発

本件連絡先

住友理工（株）と共同開発した脂質ナノ粒子製造用マイクロ流路チップ（左）と、

同マイクロ流路チップを使用して脂質ナノ粒子を試作するための装置（右）

（※写真は開発中のもの。）
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解析ソフトで霜降りの割合だけでなくその粗さや細かさ，ロース芯の形状等を数値化可
能な点。

発明者の研究成果である画像解析に受託解析業務を行う一般社団法人ミートイメー
ジ・ジャパン、撮影装置を開発販売する、株式会社MIJlaboが本学発ベンチャーとして
世界標準化に向けて取り組んでいる。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項
日本食肉格付協会の霜降りの上記指標写真は本学発明者の開発した撮影装置で撮影さ
れた画像が使用されている。

・撮影装置
・歪みのない台形補正
・画像から脂肪交雑度合いを数値化し客観的な格付けを可能にした特許第6032640号
・当該特許技術を世界標準化を目指す、という発明者の熱意

・研究開発のきっかけ

・PCのプログラミングを利用して，画像解析しようと思ったのが研究のきかっけ

・実用化まで至ったポイント、要因

現状、枝肉の狭い切開面を、格付け員が目視と画像見本に基づき格付けする、という
客観性が担保されない仕組みで肉の格付けがされている。

・成果

枝肉の狭い切開面を撮影する撮影装置を開発し、撮影した画像を台形補正した上で解
析することで客観的な格付けを行うことを可能にした。

食肉の霜降り具合（脂肪交雑）を画像から判定する

本件連絡先

機関名 帯広畜産大学 部署名 産学連携センター TEL 0155-49-5771 E-mail crcenter@obihiro.ac.jp

概要 図・写真・データ
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カシスの栽培・機能性研究・加工品の開発を一体的に実行したことにより短期間での商品化に
結び付いた。機能性研究では、「更年期症状の軽減効果」が学術的にも高い評価を得た。

https://daishu-hiroso.co.jp/service/agri-food/shopping/

①地域特性・大規模化に向けたカシスの栽培研究、②カシスの機能性成分研究、③カシスの
加工品の開発の 3 点について共同研究を行った。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性 ・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

弘前大学におけるカシス研究は昭和50年代から始まり、平成19年の青森市との包括協定締結
から本格的研究が始まった。この時の主たる研究者であった加藤陽治教授が地場産品の研
究・製品開発・販売を目的とした「弘前大学発ベンチャー企業　YoKa 食品科学研究所 」を設立
した。このベンチャー企業が企業との橋渡しとなり商品化が加速した。

・研究開発のきっかけ

倉庫・運送・不動産業を主業務とする弘前倉庫が、農業・食品分野への事業拡大を考えていた
ところカシスの将来性に注目し、弘前大学との共同研究が始まった。平成30年には同社内に
農作物栽培及び農産品製造販売に関わる農業事業部を開設し、商品販売が始まった。

・実用化まで至ったポイント、要因

近年、カシスの抗酸化作用やフィトエストロゲン作用などが報告されたことにより、カシスの健
康機能性への注目が高まっている。しかしながら、消費者ニーズに沿ったカシスの加工品生産
の拡大には、まとまった量の国産カシスの確保が重要であるがまったくの不足状況にある。

・成果

弘前倉庫との共同研究により、令和元年に加工品生産できるほどの果実（約 1 トン）が収穫可
能になった。さらに、青森県下北郡佐井村の遊休農地を借受けて栽培面積を拡大中であり、将
来的には20haまで広げる計画である。収穫した果実は、中間加工材料や瓶入りストレート果汁
として販売している。

カシスの栽培面積拡大戦略－栽培技術・機能性研究・加工品開発を一体的に実行－

本件連絡先

機関名 弘前大学 部署名 研究・イノベーション推進機構 TEL 0172-39-3911 E-mail sangaku@hirosaki-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

GoodCassis 100%カシス果汁(ストレート) 50ml （令和元年9月発売）

＊製品ラベルには「弘前大学共同研究開発 製品」と記入。
＊最終商品だけではなく、中間加工素材として、「冷凍カシスピューレ」や「冷凍カシス果実」も
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発達障害は、様々な障害が併存する事が知られており、障害毎に定められていたスク
リーニングツールを組み合わせて実施し判定することにより、精度を向上させる事がで
きた。

https://www.surece.co.jp/solution/3224/

スクリーニングツールを使用するユーザーへの橋渡しや、発達障害の疑いがあると判
定された方への対応方法の検討なども協働で実施した。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性 ・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

弘前大学が実施していた5歳児健診にて、過去数年間に渡って取得・分析したデータ
から、新たなアルゴリズムを導出し、特許出願・技術移転を行った。

・研究開発のきっかけ

研究代表者のネットワークにて、日頃から意見交換していた事がきっかけとなった。

・実用化まで至ったポイント、要因

発達障害への対応は早期介入が望ましい事は知られているが、効果的かつ簡便なス
クリーニングツールが不足していた。

・成果

弘前大学、株式会社サーベイリサーチセンター、公益社団法人子どもの発達科学研究
所との共同研究により、5歳児を対象としたWEBスクリーニングツール「ここあぽ」を開
発した。

幼児期に発達障害傾向を検査するスクリーニングツール

本件連絡先

機関名 弘前大学 部署名 研究・イノベーション推進機構 TEL 0172-39-3911 E-mail sangaku@hirosaki-u.ac.jp

概要 図・写真・データ
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世界初、再利用可能な家畜生体用無線伝送式pHセンサー

本件連絡先

機関名 岩手大学 部署名 研究推進機構 TEL 019-621-6494 E-mail iptt@iwate-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

研究機関における従来のルーメン（第一胃）pH測定方法は、牛などの腹部に穴をあけ
てフィステルを装着し、直接ルーメンにpHセンサを投入したり、ルーメン液をその都度
採取して計測せざるを得ず、リアルタイムな計測が不可能で動物愛護の観点からも課
題があった。

・成果

ルーメン液pHをリアルタイムで長期にわたり監視・評価するため、無線伝送式pHセン
サーを経口投与してルーメン内に留置し、無線伝送により体外からpHの状態をモニ
ターするシステムを世界で初めて開発した。経口的に回収し再利用可能であり、動物
愛護の課題も解決した。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

県、国などの競争的外部資金を活用し、地域企業と綿密な共同研究、国内外学会で
の発表や情報収集し、動物医薬品会社にライセンスし動物医薬品検査所への動物用
医療機器の薬事承認を2020年5月に取得した。

・研究開発のきっかけ

2008年に本学研究者自身が、自身の技術ニーズを東北地域の計測機器メーカーに
相談したのがきっかけ。

・実用化まで至ったポイント、要因

無線でルーメン内のpH、温度を長期間リアルタイムでモニタリング可能となった。ま
た、経口的に取り出すことも可能であり、電池交換等の整備後に再利用可能となっ
た。

・戦略的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創造プログラム（SIP)次世代農林水産業創造技術(期間：平成26年10
月～平成31年3月）
・２０１５年掲載、読売新聞（地域３２面）、「乳牛の健康、胃液で管理　岩手大学と共同開
発」他

センサーに求められる物理的条件のスペックの洗い出し、実証試験、国内外の獣医
師等のニーズ収集、臨床試験。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

約150mm

(a) センサー全体図 (b) 端部の分解図

図１ 無線伝送式pHセンサー

図２ 無線伝送式pHセンサーの計測システム
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エコー下穿刺訓練用の皮膚モデル

本件連絡先

機関名 東北大学 部署名 研究推進部産学連携課 TEL 022-795-5283 E-mail sanren@grp.tohoku.ac.jp

概要 図・写真・データ

医療において、超音波検査装置を用いた穿刺手技は、誤穿刺による患者への合併症
の発生リスクを低減させるために、現在では標準的な手法となっている。そのため、エ
コーガイド下の穿刺手技を繰り返しトレーニングを行うことは、医療安全の観点からも
重要と考える。また、今回開発した模擬皮膚は、新型コロナウイルス感染症による重
症患者の治療として知られるECMOの導入のための、カテーテルの挿入手技のトレー
ニング器材として製品化しており、全国のECMOセミナーで活用されており、今後も需
要の拡大が見込まれる。

・成果

東北大学クリニカル・スキルスラボ、株式会社アピール、青森県産業技術センターは、
超音波診断装置(エコー装置)で視認しながら血管に針を刺すエコー下穿刺という操作
の訓練を行うための皮膚モデルを共同で開発した。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

エコー画像に映るモデル内部や穿刺の針先の鮮明さ、明確さを出すことが製品化の
最も技術的な課題であったが、株式会社アピールと青森県産業技術センターが緊密
な連携により何度も試作を重ね、東北大学クリニカル・スキルスラボがその都度試作
品の評価及びアドバイスを行った結果、当該課題を解決する最適な材料の選定や配
合比率を特定することができ、製品化を実現した。

・研究開発のきっかけ

超音波診断装置(エコー装置)で視認しながら血管に針を刺すエコー下穿刺という操作
の訓練用のモデルのニーズをを東北大学クリニカル・スキルスラボから株式会社ア
ピールと青森県産業技術センターが受け、試作品を作製したところ、実用できる可能
性が見えたため、3者で共同開発に乗り出した。

・実用化まで至ったポイント、要因

・超音波(エコー)画像をリアルタイムに観察しながら穿刺(針を刺す操作)の練習が可
能。
・モデル内に穿刺された針の状態が明瞭に確認できる。
・エコーゼリーが必要ないため、塗ったり拭き取ったりする手間がかからない。

東北大学医学部プレスリリース
https://www.med.tohoku.ac.jp/news/4379.html

知財管理の徹底。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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腹臥位用寝具セットの開発

本件連絡先

機関名 秋田大学 部署名 産学連携推進機構 TEL 018-889-2712 E-mail staff@crc.akita-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

網膜剥離などにより硝子体手術を行った場合，眼内にガスやオイルを注入して裂け
目を塞ぐ治療が行なわれるが，ガスやオイルは水よりも軽く，裂け目に当たるよう10
日前後うつむき姿勢（腹臥位）を続ける必要 があるため，専用の枕・クッションを使用
する。しかし，既存の製品では，高さや幅が変更できない，皮脂のにおいが染みつい
てしまう，通気性が悪くムレやすいなどの問題がある。

・成果

秋田大学とBeech（株）は，患者の意見を参考に従来製品に比べ，患者が腹臥位時に
感じるストレスを軽減させる枕・クッションを共同で開発した。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

試作品が完成した後，本学医学部附属病院で実証試験を実施し，看護部と上記企業
とで綿密な打合せ，調整を行い，評価結果を試作品に反映させることで，より実用的
なものに改良できたことが要因である。

・研究開発のきっかけ

平成26年11月に本学主催の医理工連携事業である「秋田大学医理工連携“夢を語る
会”」において，本学看護部からニーズ発表を行なったところ，当該社とのマッチング
に成功し，共同研究を実施することとなった。

・実用化まで至ったポイント、要因

従来製品に比べ，以下の点で優れている。
1.生理的湾曲にできるだけ近い姿勢を保てる。2.胸部の運動，横隔膜の運動を妨げな
い。3.骨の突出部を保護できる。4.上腕神経の圧迫を避けることができる。5.高さ調節
可能。6.におわない，ムレない。7.コスト面。

本製品は，本学医学部附属病院の医療現場のニーズを基に，上記企業との共同開
発により創出されたものであり，本学の医理工連携事業の推進に寄与できることか
ら，医理工連携ブランドロゴマーク（右図参照）の使用を求められた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

開発した腹臥位用寝具セット
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0238-26-3767 E-mail fhirose@yz.yamagata-u.ac.jp

概要

機関名 山形大学 部署名 工学部廣瀬文彦研究室 TEL

図・写真・データ

室温原子層堆積技術の開発

本件連絡先

室温という低温で金属酸化膜のコーティングを実現し、これまで高温には絶えない素
材に対して、金属酸化膜の表面特性（ガスバリア、対腐食等）を付与することに成功し
た。

・成果

従来300℃程度の温度を必要とした原子層堆積技術において、低温製膜での反応阻
害要因を解析し、それを効果的に反応促進させるプラズマシステムを開発したことで、
室温堆積を可能にした。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

永年、原子層堆積に関わるガスの吸着反応、酸化反応の反応メカニズムについて赤
外吸収分光を用いたその場観察の基礎研究を続け、反応阻害要因を明らかにできた
ことと、最適なプラズマ方式を考案できたこと。

・研究開発のきっかけ

山形大学ではこれまでCVDや原子層堆積技術の表面反応素過程評価研究をおこ
なってきており、基礎研究をする過程で新規のプラズマを発想できたことがきっかけで
る。

世界最大級１ｍサイズの反応容器を持つ室温原子層堆積装置

室温という低温で金属酸化物薄膜のコーティングが可能になったこと、またガスでの
反応であるため、一度にたくさんの部材を処理できること、そしてそれら膜はバリア
膜、絶縁膜、機能膜として活用が可能であることがあげられる。

・平成28年度JST大学発新産業創出プログラム(START)
・http://coolald.xsrv.jp/

当時、半導体製造にかかわる制御性向上のために、ガス吸着過程および反応過程の
その場観察にニーズがあった。また有機エレクトロニクス分野を中心に、金属酸化物
膜のバリア素材の低温形成技術が求められていた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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印刷方式によるフレキシブル有機薄膜太陽電池

本件連絡先

機関名 山形大学 部署名
有機エレクトロニクスイノベー
ションセンター

TEL 0238-29-0566 E-mail kouinoel@jm.kj.yamagata-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

省エネの観点から、屋外の太陽光下で発電する大型の太陽光パネルが普及しているが、近
年は、より身近で発電することが可能な電源が求められ、独立電源としてのUSB給電などが
普及し始めている。このように、身近な使用を想定した軽量で自由度が高く、安価な省エネの
太陽電池（屋内発電等）の開発が待たれている。

・成果

山形大学は、株式会社MORESCO、株式会社イデアルスターとの共同研究により、有機薄膜太陽電池に
関するロール・ツー・ロールのプロセス技術開発を行った。この電池は、安価で、かつ半透明であるため、
窓に設置しても太陽光を遮ることが無く、プラスチックフィルムを用いているためフレキシブルで、薄く、軽
く、割れないという特長を持つ。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

基礎研究に留まらず、大学が保有する大型のプリンテッドエレクトロニクス用ロール・
ツー・ロール印刷装置を用いた生産技術開発を民間企業と大学とが実用化という目的
を共有し産学連携により実施した。

・研究開発のきっかけ

民間企業出身教員が企業目線で企業ニーズを優先した開発に取り組んでいる実態を
評価していただき、企業単独では保有できないような大型装置を大学が保有して産学
連携を推進していることがきっかけである。

・実用化まで至ったポイント、要因

印刷技術を用いてロール・ツー・ロール方式でフレキシブル太陽電池を安価に製造す
る技術。

・JFlex 2020に出展し「JFlexアワード・プロセス関連部門」を受賞
・https://www.moresco.co.jp/products/organic_thin_film_solar_battery.php
・https://inoel.yz.yamagata-u.ac.jp/news/1880/

国の競争的資金を獲得することなど、金銭的な補助により事業化に向けた開発スピー
ドを加速すること。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

兵庫県庁への導入事例
兵庫県庁の2号館13階みどり展望園に有機薄膜太陽電池を設置し、発電した電力で

山形大学有機エレクトロニクスイノベーションセンターでの実証試験
センターの窓に設置したフレキシブル太陽電池モジュールの実証試験の様子
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・コンクリート仕上げ作業とロボット移動を同時に実現する鏝動作制御。
・開空間,障害物有り空間の、双方に対応したロボット自律動作制御。

SLAM(Simultaniously Localization and Mapping)技術の伝授と、半自律走行ロ
ボット実現に向けた技術ノウハウの提供。

・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・第8回ロボット大賞 優秀賞（インフラ・災害対応・建設分野）受賞
・第10回エンジニアリング奨励特別賞≪実プロ化が期待される先駆的技術≫
　「建設ロボット施工技術開発チーム」
・第18回建設ロボットシンポジウム　優秀ポスター賞
　「半自律制御によるコンクリート床仕上げロボットの高度化」
　　　https://built.itmedia.co.jp/bt/articles/1905/07/news127.html

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

大成建設(株)の持つ建設現場やコンクリート床仕上げに必要な技術・ノウハウ
と、筑波大学の持つロボットの半自律制御技術・ノウハウの高度な融合によ
り、現場での実利用に適したロボット重量・鏝加力値・作業指定/制御方法を確
立。

・研究開発のきっかけ

建設現場のコンクリート打設作業の省力化と作業員の体力負担軽減を目的に、
大成建設(株)が熟練工の施工と同程度に床を仕上げることを可能とするコンク
リート床仕上げロボットの研究開発を開始。筑波大学に支援を要請。

・実用化まで至ったポイント、要因

建設業界における労務者不足。熟練工の高齢化。建設現場の肉体的に厳しい作
業。

・成果

・土間工による床仕上げ作業と同様の仕上りの実現。
・腰を屈めた厳しい体勢による作業から立位体勢での作業となることで,
　土間工の身体的負担を軽減。

コンクリート床仕上げロボット（T-iROBO
®
 Slab Finisher）の開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 国際産学連携本部 TEL 029-859-1493 E-mail kimura.toru.ff@un.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

省力化

省人化

走行範囲指定ロボット

ロボット

オペレーター

ルート指定
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大学発基盤技術力を発揮した搬送ロボットの社会実装

本件連絡先

028-689-6316 E-mail
sangaku@miya.jm.utsunomiya-
u.ac.jp

概要 図・写真・データ

機関名 宇都宮大学 部署名
地域創生推進機構　産学イノ
ベーション支援センター

TEL

労働力不足がさまざまな分野で課題とされている。

・成果

不整地でも走行可能な100kg超の荷物を搬送する多目的な搬送ロボットを実用化し
た。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

・基本に忠実な機械設計力とものづくり力（基盤工学力）。
・大学開発の独自制御システムによって安価なコンピュータでロボット知能の実装。
・地域企業と強力な連携（量産体制の確保）。

・研究開発のきっかけ

・第7回ロボット大賞（文科大臣賞）の基盤技術の熟成。
・社会ニーズと実現可能技術として、「搬送作業」に着目したこと。
・地域科学技術実証拠点整備事業によって設置された研究所での地域連携。

・実用化まで至ったポイント、要因

・ベンチャー企業が開発したロボットの性能を落とさずに量産可能なハードウエアとなった（低
価格化の実現）。
・海外部品をほとんど使ってないロボット（他社は、海外製品、海外ベンチャーが多い）のため
ハードウエアの信頼性が高く、独自技術・ハードの追加実装が可能となっている。

・羽田イノベーションシティビジネスビルド採択（令和元年度）
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/open_innovation/20200131haneda_innov.html
・東京ロボットコレクションに採択　9/18-20にバックヤードでの実証試験
http://www.tokyo-robottech.tokyo/result/

・大学発ベンチャーが主体となってロボット技術を社会実装しているが、ベンチャーか
ら見た場合は使える技術・ノウハウの提供と研究開発能力。
・地域企業からは、自己の生産ラインと技術力を生かせる新商品（ロボット）の提案。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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施設園芸ハウス用薬剤入り防虫ネットの開発

本件連絡先

機関名 千葉大学 部署名
研究推進部産学連携課知財戦
略係

TEL 043-290-2114 E-mail bex4680@chiba-u.jp

概要 図・写真・データ

施設園芸では微小害虫の侵入防止のため、より細かい目合いの防虫ネットの展張が必須であ
るが、細かい目合いの防虫ネットは通気性が悪く、夏季の高温期にはハウス内温度が上昇し、
作物や作業者へのダメージが大きい。従って害虫侵入阻止と通気性という相反する特性を持
ち合わせた防虫ネットの開発が重要となっている。

・成果

千葉大学園芸学研究科、農研機構、(株)イノベックスの共同研究により、防虫ネットを構成する
糸に薬剤を練りこんだ防虫ネットを開発した。この防虫ネットは、虫がネット表面の薬剤を感知
すると、虫が薬剤を嫌がりネット表面に留まり続けられない効果がある。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

千葉大学では実圃場での試験、農研機構では通気性や高温抑制に関する影響と特定害虫に
対する効果検証、(株)イノベックスでは資材の開発・製造と、それぞれが得意分野を分担しなが
ら検証を進めたことが実用化を早めた要因となる。

・研究開発のきっかけ

近年の温暖化により、施設園芸用ハウスの環境の高温化、更には近年増加しつつある難防除
微小害虫の渡来により栽培環境が悪化している。これを解決すべく「施設園芸における高機能
性被覆資材の利用技術体系の開発（高機能性被覆資材コンソーシアム）」を立ち上げ、産学官
連携で研究開発を行った。

・実用化まで至ったポイント、要因

共同研究により薬剤を練りこんだ糸で構成された防虫ネットを開発した。虫がネット表面の薬剤
を感知すると、虫が薬剤を嫌がりネット表面に留まり続けられない効果がある。この効果により
ネット表面に虫の死骸が付着し続けることも無いため、ネット表面は清浄に保たれ通気性の改
善にもつながっている。

https://www.innovex-w.co.jp/products/kinds/agriculture/bugscreen/barrier.html

(株)イノベックスはネットの製造・開発については技術知見ともにあるものの実際の使用場面で
の試験や科学的根拠を示すことは不得手であるため、これを学術機関に求めていた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

実使用現場の例

ハウス側面に使用

（埼玉県内小松菜生産者）

実販売しているネットの

拡大写真

（目合い：約0.75mm） 実販売している(株)イノベックス社のカタログ

＊社名変更により旧会社名（ダイオ化成）の

表記となっています。
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自宅で手軽に受けられる”歯ぐきの健康　警戒レベル”検査サービス

本件連絡先

機関名 東京医科歯科大学 部署名 産学連携研究センター TEL 03-5803-4736 E-mail tlo@tmd.ac.jp

概要 図・写真・データ

歯周病の進行状況を把握するには、歯科医師による直接の検査が必要ですが、日本
人の歯科健診受診率は低く、生活者が歯ぐきの現状を手軽に把握できる手段が求めら
れていました。

・成果

簡単に採取できる唾液を検体として歯周病菌の数を遺伝子解析技術でカウントした結
果と生活習慣に関するアンケート結果をもとに、歯科医師が直接診断した結果と同等の
“歯ぐきの健康警戒レベル”を通知する判定ロジックを開発しました。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

“歯ぐきの健康警戒レベル”を通知する判定ロジックの開発に成功した後に、さらに大日
本印刷株式会社は、検査キットの開発およびサービスインフラの整備を行い、郵送型検
査サービス「DNPお口健康ナビ」を開始に至りました。

・研究開発のきっかけ

大日本印刷株式会社は2014年より、本学の和泉雄一教授と共同で、自宅で手軽に歯
周病の状況を把握できる新たな検査技術の開発に取り組んできました。

・実用化まで至ったポイント、要因

唾液中の歯周病の数とアンケートへの回答結果から歯ぐきの健康警戒レベルのグラフ
を記載でき、郵送検査キットで調べられる日本で初めての検査です。

大日本印刷株式会社プレスリリース
　https://www.dnp.co.jp/news/detail/1187644_1587.html
江東微生物研究所ホームページ
　https://www.koutou-biken.co.jp/information_cat/environment/

糖尿病や心筋梗塞、動脈硬化といった生活習慣病と歯周病の関連性を簡便に検査で
きること、すなわち、歯科医師が直接診断した結果と同等の“歯ぐきの健康警戒レベル”
を通知する判定ロジックを開発すること。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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“らく圧”という新しい発想に基づく着圧靴下の開発と製品化

本件連絡先

機関名 東京医科歯科大学 部署名 産学連携研究センター TEL 03-5803-4736 E-mail tlo@tmd.ac.jp

概要 図・写真・データ

健常人の多くが感じる足のむくみや疲れの改善や軽減のために、多くの着圧靴下が
製品化されている。しかし、多くが医療用であったりその転用であったため、一般顧客
から着脱しにくい等の困難が指摘されていた。また、従来製品では、膝下の締め付け
が強いなどといった指摘もあった。

・成果

東京医科歯科大学と助野株式会社は、下腿の解剖学的構造を基にして、従来の医療
機器としての着圧ソックスとは異なり、筋の作用をサポートすることに着目した製品を
開発して商品化し、「らく圧」と命名した。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

解剖学的な構造の理解や、研究に基づくデザインや構造についての大学の提案に対
し、企業の経験や技術力に基づくサンプル制作や製品化の努力がマッチすることによ
り、実用化に至った。また、企業の自社研究施設や研究開発マインドをもった多くの社
員のアイデアが実用化の大きな要因である。

・研究開発のきっかけ

企業側からの、大学の産学連携部門へのアプローチと、その部門から研究室への働
きかけがあって研究開発を行うことになった。当初から開発の方向が設定されていた
のではなく、最初は勉強会のようにして始まった。大学側は解剖学的な知見を提供
し、企業側からは制作過程や制作方法についての説明があり、その中からアイデアを

・実用化まで至ったポイント、要因

足首から膝下にかけて段階的に締め付けを弱くする着圧ソックス（一般医療機器）と
は異なり、下腿部の筋のサポートに重点をおき、足首の圧力は弱くするという新しい発
想に基づく。　本技術を使った製品は足首の締め付けが弱いために履きやすく、筋ポ
ンプ作用のサポートにより静脈の還流に寄与し、むくみやだるさが低減されるという特
徴を持つ。

企業側からとくに求められたことはなく、自由な発想で作ることができた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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マイコプラズマ否定試験を迅速に煩雑な試験操作を簡便にした固相化キットを完成し
た。

・日水製薬株式会社製品カタログ　https://www.nissui-pharm.co.jp/pdf/products/692/p_69202.pdf

・タカラバイオ製品カタログ　https://catalog.takara-bio.co.jp/PDFS/mycoplasma_detection_kit.pdf

・試薬調製が不要
・増幅開始から１時間以内
・高感度
・冷所で（2～8°C）の保管可能

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

性能バリデーション（1. 特異性試験、2. 検出感度試験、3. 頑健性試験）をクリアする
ゴールを設定し研究開発しました。

・研究開発のきっかけ

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）および国立研究開発法人日本医療研究
開発機構（AMED）再生医療実現拠点ネットワークプログラムの支援の下、国立大学法
人東京医科歯科大学・清水准教授との共同研究が行われた。

・実用化まで至ったポイント、要因

再生医療等製品やバイオ医薬品の品質には高い安全性が求められており、マイコプ
ラズマの検出は重要な試験項目の1つとして考えられています。

・成果

キットは、第十七改正日本薬局方参考情報の「バイオテクノロジー応用医薬品／生物
起源由来医薬品の製造に用いる細胞基材に対するマイコプラズマ否定試験 C. 核酸
増幅法」に示されているバリデーション（以下、日局方バリデーション試験）を実施した
上で、「C．核酸増幅法（NAT）」として利用することが可能です。

マイコプラズマ検出キット

本件連絡先

機関名 東京医科歯科大学 部署名 産学連携研究センター TEL 03-5803-4736 E-mail tlo@tmd.ac.jp

概要 図・写真・データ
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タブレット用英語学習ソフトのための手書き英語認識エンジンの商品化

本件連絡先

機関名 東京農工大学 部署名
先端産学連携研究推進セン
ター

TEL 042-388-7550 E-mail urac@ml.tuat.ac.jp

概要 図・写真・データ

英語教育ソフトで，生徒が少し間違った単語や文章を書くと，言語処理で正しい単語
や文章に認識してしまい，間違いを指摘できなかった．

・成果

東京農工大学とアイラボ株式会社，間違いを間違いとして認識して，誤りを指摘できる
手書き英語認識エンジンを製品化した．これにより，間違いを正しい答えに認識してし
まう問題を解決できた．

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

語彙辞書を使いながらも，もとの手書きパターンを優先する方式を考案した．

・研究開発のきっかけ

手書き日本語認識エンジンを製品化し，英語や数式も製品化しているが，教育用には
間違いをそのまま認識して間違いを指摘して欲しいというニーズがベンダーから寄せ
られた．

・実用化まで至ったポイント、要因

手書きの変形を許容しつつ，誤りを誤りとして認識できる手書き認識エンジンは初め
てである．

https://ilabo.biz/ilabo_english_engine/

特になし．

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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最新の人工知能技術を利用し，従来よりも高精度なシステムの開発に成功した．

本学（解析技術の提供など），大阪市立大学（医学的なデータの提供など），日本
メジフィジックス（社会実装など）の三者が共同で研究・開発を進める．

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

前後面の骨シンチグラム上に記録されている人体の解剖構造と，転移性がんによ
る高集積の両方を，画像から正確に認識できる技術の開発に成功し，支援のため
のシステムが実現できた．

・研究開発のきっかけ

学会等で知り合った企業の研究者からの問い合わせ．      　　　　　　日本メジフィジックス株式会社　BSBONE BSI　パンフレットより

・実用化まで至ったポイント、要因

がんの造骨製転移の診断に使用される骨シンチグラムの読影は熟練を要し．診
断精度向上や医師の負担軽減の観点から，コンピュータによる支援が求められて
いた．

・成果

支援のシステムを開発し，実際に臨床で応用することで，診断精度向上と医師の
負担軽減が達成できた．

AI技術を用いた骨格解剖構造解析システムの実用化

本件連絡先

機関名 東京農工大学 部署名
先端産学連携研究推進セン
ター

TEL 042-388-7550 E-mail urac@ml.tuat.ac.jp

概要 図・写真・データ

日本メジフィジックス株式会社 https://www.nmp.co.jp/public/index.html

（医療関係者専用サイトhttps://www.nmp.co.jp/member/feature/oncology/index.html ）

東京農工大学 清水昭伸研究室 https://web.tuat.ac.jp/~simizlab/research/
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 Intelligent stereo camera 評価ユニット　　ISC-100VM, ISC-100XC

ぶつからない世界を実現する“超高速3次元画像認識技術”

本件連絡先

機関名 東京工業大学 部署名 研究・産学連携本部 TEL 03-5734-2445 E-mail sangaku@sangaku.titech.ac.jp

概要 図・写真・データ

自動車、建機、ドローンなどのさまざまなモビリティで人や物体との接触、衝突回避が求
められている。自動運転の精度・安全性向上が求められている。

・成果

研究成果の技術７件について東工大等から特許出願。
2016年5月 ITD Lab設立。2019年1月に委託メーカーにて現バージョンの試作開始。同
年6月から量産試作で約150台を製造し評価用カメラとして販売。販売先は、ロボット
メーカー、建機メーカー、研究機関など。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

本学の元准教授實吉敬二氏が研究成果実用化のためにITD Lab社を起業、多様な人
材を技術開発や事業開発に投入し、委託製造メーカー・商社等のパートナー企業と連
携することで実用化が促進された。

 SRIM ( Stereo Range Imager ) Technology 超高速全視野測距技術

・研究開発のきっかけ

實吉元准教授が、自動車メーカー勤務時代にステレオカメラ開発し、実用化に至った
が、それでは機能・性能ともに不十分で、本学に移ってから研究テーマとして取り組ん
だ。

・実用化まで至ったポイント、要因

60fps 以上の高速で距離計算・物体(輪郭)抽出・自己位置認識などの全ての処理を実
行するだけでなく、経時変化等に対しての調整機能も搭載。単眼カメラやレーダー、
レーザーなどの他方式を性能・コスト面で圧倒的に凌駕し、またステレオカメラ方式を採
用する他社の追随も許さない

・表彰；　2008年 東京工業大学 教育賞、2014年 富士重工業(株)技術本部表彰、2016年
日本放射線安全管理学会 功労賞
・参考URL：　https://itdlab.com/
　　　https://jgoodtech.jp/corp/-/info/JC0000000016173/appeal/jpn

スタートアップ企業へのサポート。東工大知財のライセンス、東工大横浜ベンチャープラ
ザへの入居、東工大発ベンチャー称号認定。

     ↑距離計算結果の視差画像
   距離に応じて色分けされた画像情報

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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感性AI空間「FUWAKIRA（フワキラ）」

本件連絡先

機関名 電気通信大学 部署名
産学官連携センター知的財産
部門

TEL 042-443-5838 E-mail chizai@ip.uec.ac.jp

概要 図・写真・データ

現状、人の外的な状況（動きや姿勢等）を検知して動作するサービスは多々あるが、外
面的な状況から人の内的な要求を汲み取ることは困難であるため、人の内面的な要求
に基づいたサービスの創出・提供ができていない。

・成果

発話や生体情報からAIが「場の空気」（人の内面的な要求）を読み、快適性・ウェルネス
の観点から照明や音楽、温度、香りを統合的に制御する空間を構築した。これにより、
ストレス緩和、知的生産性向上、共感促進等を可能とする、人の内面的な要求に基づ
いた新たなサービスを創出することができた。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

坂本真樹教授自らが、大学の知財を積極的に産業応用したいと考え、本学発ベン
チャーである感性ＡＩ株式会社の役員となり、大学から感性ＡＩ株式会社への技術移転を
迅速に行うことができたこと、また、感性ＡＩ株式会社において顧客ニーズに沿った技術
開発・事業提案が行えたことが実用化に至った主な要因である。

・研究開発のきっかけ

坂本教授が建設会社など企業との交流の中で、現在社会で求められているものに気づ
き考え始めたことがそもそもの研究開発のきっかけである。発明を、その社会的ニーズ
に即した最適な形で社会実装することまでが使命であると、坂本教授が強く感じていた
ことが本技術の研究開発に繋がった。

・実用化まで至ったポイント、要因

会話者の発話量、会話内容、空間環境を入力データとし、満足度（発話量を含む）、会
話内容、空間環境の相関を示す空間環境モデルを新たに考察し、当該空間環境モデ
ルを用いて会話者の満足度を向上させるよう空間制御を行う点が本技術の新しい点で
ある。

・未来社会創造事業：
https://www.jst.go.jp/mirai/jp/uploads/saitaku2017/JPMJMI17DB_sakamoto.pdf
（技術移転先）感性AI株式会社： https://www.kansei-ai.com/

共同研究による先進的技術提供（基礎となる発明およびプログラム著作物の提供）と機
械学習用データ取得のための実験環境の提供が求められた。また、本技術の学術的
な効果の実証や精度評価も求められた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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・株式会社新交通システム研究所（技術移転先）　https://zem.tokyo/

開発した電池推進システムの安全性や耐久性、性能等の確認・検証を行うための三方五湖等にお
ける実証実験。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性 ・ファンディング、表彰等

これまでの電池推進システムに加え、監視制御システムを搭載した。これにより、数隻の遊覧船を
運行するという、実際の運用に係る研究・開発が可能となった。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

東京海洋大学で研究開発し検証した電池推進船システムがすでに社会実装可能な段階になってい
たこと。また、大学の特許・ノウハウのライセンスを受けている （株）新交通システム研究所
（ZEMTokyo）が製作時に中心的な役割を担ったことなどが要因と言える。

・研究開発のきっかけ

美浜町が三方五湖観光発展のために再生可能エネルギーを活用した新たな遊覧船を開発するとと
もに、現在休止状態にある「美浜町レークセンター」を再生可能エネルギーを利活用した施設として
再生することを検討していた。その中で（一財）電源地域振興センターを通じて東京海洋大学を紹介
推薦されたことが契機である。

・実用化まで至ったポイント、要因

これまで、交通への船舶の使用は、CO2排出への影響や振動・騒音・臭気による快適性の阻害、燃
料コスト（特に小型船舶）など課題となっており、水上交通・水辺の観光全体の発展の障壁となって
いる。そこで自然と共生する未来の水上モビリティが求められていた。

・成果

東京海洋大学では、これまでリチウムイオン2次電池を用いた急速充電型電池推進船と水素燃料電
池船の研究開発を長年行ってきた。本技術やノウハウを生かし、福井県美浜町の再生可能エネル
ギーを用いた「自然と共生する未来創造船」をコンセプトとした水上モビリティの開発に協力、共同研
究に加え、電池推進システム等を技術移転先を通じて提供し、三方五湖での実証検証を実施した。

観光用電池推進船の開発

本件連絡先

機関名 東京海洋大学 部署名 産学・地域連携推進機構 TEL 03−5463−0859 E-mail olcr@m.kaiyodai.ac.jp

概要 図・写真・データ

図1.自然と共生する未来創造船（イメージ

図）

図2.東京海洋大学で開発した電池推進船（らいちょうN）
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　再生度の製造工程は、①改質固化、②改質固化養生、③ほぐし造粒、④水和反応
推進養生、⑤炭酸ガス接触の５工程により、水素イオン濃度指数（pH)12以下の建設
汚泥を改質するとともに中性化して高品質の再生土を安価で大量に製造することが
可能となった。

(プレスリリース）建設汚泥を安価・大量に中性化する再生土製造方法を実用化
https://www.ynu.ac.jp/hus/koho/23283/34_23283_1_1_191212100247.pdf

　従来からの共同研究の成果を活用して、安価な建設汚泥の中性化をするための手
法提案と実験による比較が要求事項である。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

　共同研究先（domi環境株式会社、一般社団法人再資源化研究機構、エコラボ株式
会社）との長期で継続的な研究開発と、建設現場が直面する環境保全の要求に即し
た現実的なテーマ設定が功を奏した。

・研究開発のきっかけ

　横浜国立大学卒業生（横浜国立大学土木同窓会）のネットワークが研究開発のきっ
かけとなった。

・実用化まで至ったポイント、要因

　建設現場より排出される建設汚泥は、生石灰やセメント系固化材を添加し、改質固
化処理した上で再利用されたり、埋立処分される。この改質固化された建設汚泥は、
添加した生石灰やセメント系固化材により、強いアルカリを呈し、利用用途が限定され
問題となっている。

・成果

　水素イオン濃度指数（ｐＨ）が１２未満のアルカリ性建設汚泥を改質するとともに低コ
ストで中性化して高品質の再生土を製造することを可能とした。

アルカリ性建設汚泥の中性化による再生土製造システムおよび再生度製造方法

本件連絡先

機関名 横浜国立大学 部署名
研究・学術情報部
産学・地域連携課

TEL 045-339-4447 E-mail sangaku.sangaku@ynu.ac.jp

概要 図・写真・データ

再生土製造プラント全

炭酸ガス接触工
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バーなどで提供される各種飲料の氷は製氷会社から購入するため、一般には選択肢
がなかった。本技術の開発によって、原料水から結晶サイズまでバーテンダーのニー
ズに応じた氷の提供が可能となった。複数のバーテンダーの試飲によって酒がまろや
かになる、解けにくい、炭酸が抜けにくい、狙った形状にカットしやすいなどの価値が認
められている。

1. 令和元年度　長岡市ものづくり補助金
2．「ガイアの夜明け」（テレビ東京）、2020年8月4日放送

実用化技術として成熟させるにあたり、工場の製氷温度環境、気泡が氷に取り込まれ
ない原料水の前処理、製氷ユニットの仕様変更に伴う課題の解決、製造から収穫まで
の手順の確認など、産業化のための全般的な助言が求められた。

真っすぐにカットできる　　　　　　　　　　　　液面下の氷は完全に消える

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

本研究室で開発された2018年に赤倉観光ホテルに試験的に導入され、1年以上にわ
たって高品質な製氷を安定的に継続できたこときっかけに、サカタ製作所（新潟県長岡
市）が産業化の取組を始め1年余をかけて量産化技術に高め、2020年秋に出荷できる
までになった。

・研究開発のきっかけ

製氷とは水から熱を奪って氷に変換することであるが、その冷却原理は伝導、対流の
みが産業化されていた。高品質で知られる日光などの天然氷は天空への放射によっ
て製氷しており、この原理を適用した新たな製氷技術の開発をしようと思いたたった。

・実用化まで至ったポイント、要因
製氷の様子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取り出した氷板

バーなどで提供されるオンザロック用の丸氷など、直径65mmを越える氷塊をつくるに
は一缶135㎏大型氷から透明でく（無気泡）、結晶方位の揃った部位を切り出す必要が
あった。かつ丸氷全体が一つの結晶（単結晶）で構成される氷を量産できる技術は存
在しなかった。

・成果

全く新しい原理（放射冷却）によって、65ｍｍを優に超えるような大きな結晶で構成され
た氷塊が製氷缶方式と同程度の速度で製造できる技術ができた。不純物が集積しや
すい結晶粒界が少ないため、官能検査でも酒類の食味に好ましい影響があることが示
された。

飲料用途の無気泡・単結晶高品質製氷技術

本件連絡先

機関名 長岡技術科学大学 部署名 機械創造工学専攻 TEL 0258－47－9717 E-mail kami@mech.nagaokaut.ac.jp

概要 図・写真・データ
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産学官連携の成果で生まれた独自の水溶性の天然由来化粧品素材で、保湿性に優
れるとともに表皮細胞の分化促進作用（肌ターンオーバー促進作用）も有するもので
幅広い化粧品への配合が期待される。

「第10回化粧品開発展（COSME Tech 2020）」に出展、複数社からの引き合いあり
(株)伏見製薬所　http://www.fushimi.co.jp/index.html
 同　製品　http://www.fushimi.co.jp/industrial-chemicals/maplecure.html

植物中に含まれる糖質やポリフェノール類、着色成分などとの分離が困難であったカ
エデタンニンの合成が求められた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

メープルシロップを産生するカエデ科植物の原木に含まれる気象な天然物であるカエ
デタンニンの一種であるGinnalin Bの合成生産技術を開発、低コストかつ大量生産を
可能にしたことによる。

・研究開発のきっかけ

共同研究相手である同社からの相談が研究開発のきっかけとなった。

・実用化まで至ったポイント、要因

化粧品業界で長年求められていた「肌の内側から体内美容成分を増やす化粧品原
料」の提供。

・成果

富山大学附属病院薬剤部（加藤准教授）は(株)伏見製薬所と（公財）かがわ産業支援
財団と共に経済産業省の補助事業（サポイン事業）に採択、セラミド合成酵素の亢進
とセラミド分解酵素阻害のデュアルアクションで肌セラミド量を増加させる化粧品素材
の開発に成功した。

　肌セラミド量を増加させる革新的な化粧品素材の開発に成功

本件連絡先

機関名 富山大学 部署名
研究推進機構
学術研究・産学連携本部

TEL 076-434-7196 E-mail chizai@adm.u-toyama.ac.jp

概要 図・写真・データ

Ginnalin B の皮膚機能改善効果の概略
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ウイルス感染予防乳酸菌成分及び発酵食品　～お米の発酵飲料「ANP71」～

本件連絡先

機関名 金沢大学 部署名 先端科学・社会共創推進機構 TEL 076-264-6111 E-mail o-fsi@adm.kanazawa-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

　我々の体にはウィルスの増殖を抑制するタンパク質の遺伝子が組み込まれており、
この遺伝子を活性化する乳酸菌を単離し、容易に摂取できるようにすれば、持続的な
抗ウィルス作用が期待でき、健康維持・QOL向上に大きく資することとなる。

・成果

　石川県下で造られる「あじなれずし」「かぶらずし」などの発酵食品には多くの乳酸菌
が関与している。乳酸菌は免疫機能の増強や肝機能の促進等に有利に作用し、特に
「あじなれずし」の特定の乳酸菌(ANP7-1)は腸内感染を防御する機能を有している。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

　本学にて、20～40代の男女健常者に「ANP71」を1日1本（150g）4週間継続摂取に免
疫機能の司令塔であるTh2（2型ヘルパーT細胞）の有意な変化が認められ、免疫機能
を向上させる可能性が示唆された。

・研究開発のきっかけ

　文部科学省・地域産学官連携科学技術振興事業費補助金「地域伝統発酵食品に学
ぶ先進的発酵システム構築と新規高機能食品開発」(平成21～23年度)を受けて、石
川県立大学とともに研究開発を行ったもの。

・実用化まで至ったポイント、要因

　「なれずし」由来の乳酸菌は、従来は「なれずし」を食さなければ摂取できなかった
が、「なれずし」には独特の風味があり苦手な人も多かった。これを飲料化することで、
有益な乳酸菌を手軽に摂取できるようになり、また、味付けや別の健康成分を添加す
ることで、味に変化を加えたり、付加的な効果を狙えるようになった。

・令和２年度中部地方発明表彰 発明奨励賞受賞
・福光屋公式オンラインショップ
　　https://www.fukumitsuya.co.jp/online-shop/

ノンアレルゲン原料は米と米麹だけとし、甘味料・酸味料・香料・保存料も無添加となる
よう助言を求められた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

金沢の老舗酒蔵「福光屋」での製品化

自治体も交えた研究開発

日々の摂取による免疫機能

-24-



　　　　　　　　　　<研究当初2018.11>　　　　　　　　　　　　　　　<研究終了時2019..6>

地域特産の「あけぼの大豆」のルーツ探索と栽培適地の研究によるブランド力向上

本件連絡先

機関名 山梨大学 部署名 研究推進・社会連携機構 TEL 055-220-8756 E-mail chizai@yamanashi.ac.jp

概要 図・写真・データ

　古くから山梨県身延町特産の「あけぼの大豆」は大粒で甘みが強く美味しいとの評判があっ
たが、全国的には知名度やブランド力が不足し、村おこしの特産品として、コクのある味覚や
粒の大きさなどの優位性があるにも関わらず地域に埋もれてしまい、アピール力が弱かった。

・成果

　あけぼの大豆の種大豆の遺伝子解析により、従来は口伝で伝えられていた「丹波の黒豆の
白替わり」説の裏付けとなる結果がほぼ得られるとともに、大豆の生育等の向上にむけた土
壌研究により、これまで経験と勘が中心であった生産ノウハウを科学の力で紐解き、ブランド
力向上に貢献できた。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項
■新聞報道

　同町の農業生産法人レクラみのぶと山梨大学とが共同研究することにより、あけぼの大豆
の種大豆の遺伝子解析を行った。
　また、地域により生育や味にばらつきがあるとの課題を土中微生物、放線菌等の研究者に
より、最新の知見を投入し農業にサイエンスによる解析・調査が行われた。

・研究開発のきっかけ

　農業生産法人レクラみのぶに山梨中央銀行の客員社会連携コーディネータが山梨大学との
産学金連携を案件し、生命工学科と環境科学科の研究者により、共同研究することとなった。 以上<クラウドファンディングサイト「FAAVOやまなし」より>

・実用化まで至ったポイント、要因

　全国各地の農産品の中でも、最新の知見を投入し農業にサイエンスによる解析・調査が行
われ、そのルーツの探索を行い、口伝による通説を、ほぼ科学的に裏付けることが出来た。
　また、経験と勘が中心であった生産ノウハウも科学の力で解明向け研究している。

　クラウドファンディングサイト「FAAVOやまなし」にて研究費を調達。本サイトとして共同研究の研
究費のファンデングは初であり、多くのプロジェクト参加者の協力により、目標額を超過達成し、研
究費の調達が図られた。併せてSNSを通じて支援者の拡大を図ることが出来た。

　同農業生産法人より、あけぼの大豆のルーツを調査・解明したい。
　また、栽培地による生育や大きさ等にばらつきがあるので、大学の研究者の力を借り地域ブ
ランドを確立したい。

●平成30年11月24日付　朝日新聞掲載　【より良い「あけぼの大豆」協力を　山梨大学と共同研
　　遺伝子や土壌調査　身延の農業法人　CFで資金募る】
●令和2年5月6日付　日本経済新聞掲載　【大学　UPDATE知の現場　山梨大学研究推進機構
　　～技術の種地域にまく】

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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